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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 

事業名 【NO.４】 

 病床機能分化・連携促進のための基盤整備事業 

【総事業費】 

95,426 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

 

事業の実施

主体 

県、医療機関 

事業の期間 平成 27 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

病床機能報告結果において、高度急性期を担う病床の割合が高くなっ

ているため、必要な病床への転換を図る必要がある。 

アウトカム指標：高度急性期病床からの転換（当面約５７０床） 

事業の内容 

(当初計画) 

 地域における急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサービスの総

合的な確保が課題になっているが、平成 26 年度病床機能報告をみると、

本県の場合、全国に比べ高度急性期機能を担うとする病床が多い。 

 このことは、高度急性期を脱した後の受入が逆に不足するおそれがあ

るため、地域における協議を踏まえ、地域包括ケア病床や回復期リハビ

リテーション病床等への転換を促すこととし、転換のための施設整備に

対して補助を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

高度急性期を担う病床から地域包括ケア病床や回復期リハビリテーシ

ョン病床を担う病床等への転換を促す。  

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

平成２８年度においては、県内５区域で計８回の地域医療構想調整会

議が行われ、平成２９年度においては、県内５区域で計１２回の地域医

療構想調整会議が行われた。 

平成３０年度においては、県内５地域で計２０回の地域医療構想調整

会議が行われ、病床転換に係る具体的な整備計画が定まった２医療機関

について、地域医療構想調整会議で承認を得た。その内、現在、１病院

が病院の建替を行い、病床削減（38 床）及び病床転換（急性期等から回

復期 95 床）を実施中である。 

事業の有効

性・効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた    → １医療機関が病床転換に係る施設整備を実施中

のため 

（１）事業の有効性 

 平成３０年度においては、急性期等から回復期９５床の病床転換及び
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３８床の病床削減を１医療機関が実施中であり、地域医療構想の実現に

向けた支援に有効である。 

（２）事業の効率性 

地域医療構想調整会議において医療機関ごとに事業実施の合意を得て

おり、真に必要な整備に限定して実施している。また、施設整備に当た

っては、医療機関において入札を実施することにより、コストの低下を

図っている。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.１８】 

 糖尿病等の生活習慣病にかかる医療連携体制の推進に

関する事業 

【総事業費】 

26,145 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

 

事業の実施

主体 

県 

事業の期間 平成 27 年４月 1 日～平成 31 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

 糖尿病の医療連携を推進するため、保健所・市町村等の地域保健と連

携しながら、地域による診療レベルの平準化や、訪問看護ステーション

等と連携した在宅医療に対応できる地域医療ネットワークの整備、研修

等による地域のソーシャルキャピタルの資質向上など、在宅患者に対す

る保健指導体制を強化していく必要がある。 

アウトカム指標：・総合管理医から専門治療医療機関への患者紹介数の

増加 （H27：3,997 件→H30：4,400 件） 

事業の内容 

(当初計画) 

 糖尿病も含めた高齢者医療にも対応し得る、県内全域を俯瞰した広域

的な医療連携体制構築に向けて、次の事業を実施する。 

（１）総合管理医（糖尿病診療を担うかかりつけ医）の認定と、総合管

理医を中心とした糖尿病医療連携体制の構築。地域自律性を確保し

た地域密着型医療の確立。 

（２）おかやま糖尿病サポーター（糖尿病診療をサポートするメディカ

ルスタッフ）の認定と育成。 

（３）おかやま DM ネットを基盤として、訪問看護ステーションとの連

携、医科歯科連携、医療介護連携の推進により、在宅医療も含めた

高齢者医療にも対応し得る地域医療ネットワークの構築。 

（４）ICT の活用、事業ウェブサイトの診療ツール化による遠隔地での

糖尿病医療の底上げ。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・糖尿病医療連携体制を担う登録医療機関数の増加（H27：  813 件） 

・おかやま糖尿病サポーター認定者数の増加   （H27：1,069 名） 

 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・糖尿病医療連携体制を担う登録医療機関数の増加（H30：  334 件） 

・おかやま糖尿病サポーター認定者数の増加   （H30：2,006 名） 

 

事業の有効

性・効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：・総合管理医から専門治療医療

機関への患者紹介数の増加 

観察できた  （H28：4,178 件）（H29：4,384 件）（H30：3,856 件） 
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（１）事業の有効性 

   県内の糖尿病診療レベルの均てん化と地域チーム医療を確立し、

糖尿病患者が質の高い在宅医療を受けられるよう、地域の医師やメ

ディカルスタッフの資質向上を図ることができた。 

 

（２）事業の効率性 

   岡山大学病院は、本県の糖尿病診療の質の向上及び連携協力体制

の構築に関し、中心的役割を担うとともに、糖尿病医療連携を行う

医療機関についての情報を集積しているため、在宅患者に対する保

健指導体制が強化でき、また、認定研修会場等を大学や関係機関・

団体施設を使用することで経費削減を図ることで、事業が効率的に

実施できた。 

 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者、女性、高齢者）に応じたマッチング機

能強化事業 

事業名 【NO.１】 

 訪問看護ステーションへの看護職員入職促進事業 

【総事業費】 

5,056 千円 

 

事業の対象

となる区域 

県全体 

 

事業の実施

主体 

訪問看護ステーション 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が住み慣れた地域で日常生活を送ることができる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標値：平成３７年に利用が見込まれる介護サービスを提供

するために、介護職員を４万１千人確保する。 

事業の内容

（当初計画） 

訪問看護の経験のない看護職員を新たに雇用する訪問看護ステーション

が、新任職員に対するＯＪＴを実施する場合に補助する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

ＯＪＴを受ける新人看護職員数 ６０人 

（３０人×２年） 

 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

平成３０年度においては、ＯＪＴを受けた新人看護職員数 ２１人 

 

事業の有効

性・効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標値： 

観察できなかった 

観察できた     → 

（１）事業の有効性 

   訪問看護未経験者の看護職を９０日間かけてＯＪＴを実施するこ

とで、単独訪問が可能となる独り立ちまでの過程を事業所内で共有

することができた。 

（２）事業の効率性 

   ＯＪＴを実施するに当たり、指導に当たった者６４人の原点回帰

と意欲向上も促し、ＯＪＴを実施した事業所全体の質の向上につな

がった。 

その他 訪問看護を安定的に供給していくためには、事業所毎の構成人数の増

員が不可欠となる。小規模人員の事業所が新たな看護職を雇い入れする
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場合は、経済的損失のリスクも伴うことから、当該事業が雇い入れ時の

負担軽減の一助になっている。 

※平成２７年度補正分 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）研修代替要因の確保支援 

（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【NO.２】 

 実務者研修等代替職員確保支援事業 

【総事業費】 

3,848 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

 

事業の実施

主体 

介護施設・事業所 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が住み慣れた地域で日常生活を送ることができる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標値：平成３７年に利用が見込まれる介護サービスを提供

するために、介護職員を４万２千人確保する。 

事業の内容

（当初計画） 

介護サービス事業所等が介護福祉士国家試験の受験資格要件である「実

務者研修」をはじめとする各種研修を現任職員に受講させる際必要とな

る代替職員の確保に係る経費を支援する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

現任職員研修受講者数 延べ１００人 

（５０人×２年） 

 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

平成 30 年度においては、 

○現任介護職員研修受講者数 ２８人  

事業の有効

性・効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標値： 

観察できなかった 

観察できた     → 

（１）事業の有効性 

   現任職員の研修受講時に必要となる代替職員確保に係る経費を支

援することで、介護職員の資質の向上を図るとともに、研修を受講

しやすい環境整備を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

   介護サービス事業所等の実情に応じて支援を行うことにより、介

護職員の資質向上や介護職場の環境改善が効率的に図られた。 

その他 ※平成２７年度補正分 

 

 


